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復興推進会議の資料 

 

2014 年 3 月から毎月 11 日発行 

2014.5.11 

今川 悟 

未来を考える力を 気仙沼復興レポート③ 

 消えていく復興予算  

 

復興財源 25兆円。残りは 1.5 兆円 
 

 国は 23～27 年度を「集中復興期間」に位置付け、25 兆円程度の復興財源として確保している。

その財源には、復興特別所得税(25年にわたって2.1%を付加)と復興特別法人税(３年で10％付加)、

個人住民税(10 年にわたって均等割を引き上げ)の増税、子ども手当や公務員人件費の見直し、高速

道路無料化の見直し、日本郵政の株式売却などを充てる。当初の 19 兆円から増額されており、さ

らなる増額には相当な理由が必要になるが、復興庁の中には「増税に頼っているのに、青天井とい

うわけにはいかない。気仙

沼には手厚く配分してい

る。原発事故で復興が遅れ

ている福島のことも考えて

ほしい」という厳しい意見

も出ている。 

 25 兆円の財源は、25 年度

までに 20.8 兆円をすでに

予算化。すでに認められた

計画で、26、27 年度も確実

に支出しなければならない

事業費 2.7 兆円を差し引く

と、あと 1.5 兆円しか残っ

ていないことになる。 

元新聞記者が地域の問題を徹底分析する気仙沼復興レポート。第１弾で少子化と人

口減少、第２弾で防潮堤問題を検証したが、第３弾は復興予算を取り上げる。東日本

大震災の被災地を復興させるため、政府が 25 兆円まで拡大した復興財源は残りわずか

となってきた。被災地のために莫大な予算が配分されてきた一方、復興庁は被災地に

「コスト意識を持ってほしい」と繰り返し訴えてきた。被災地の間に復興の格差が見

え始める中、気仙沼市は復興予算とどう向き合うべきなのか？ 復興交付金の現状など

を分析しながら、被災地に必要な「コスト意識」について考えた。 
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集中復興期間は「27 年度まで」 

 

 復興財源は、23年 7 月に国の震災復興対策本部が「東日本大震災からの復興の基本方針」の中で

基本的な考え方をまとめている。「復旧・復興のための財源は、次の世代に先送りすることなく、今

を生きる世代全体で連帯して負担を分かち合うことを基本とする」と記述。このとき、５年間の集

中復興期間で 19 兆円程度、10年間で 23兆円程度が少なくても必要になると見込んでいた。 

 予算は「東日本大震災復興特別会計」で管理されている。復興交付金のほか、災害廃棄物の処理、

復興道路(三陸道など)の整備、災害復旧、放射性物質の汚染土処理、全国の津波防災にも充てられ

ている。例えば 25年度では、4.3 兆円の復興予算のうち、復興交付金は 0.6 兆円だった。予算配分

を受けるためには、「27年度の事業完了」が原則とされてきた。 

 東日本大震災は、財政力の弱い自治体が

多く被災しており、国は前例を打ち破って

補助率をかさ上げした。公共土木施設の災

害復旧には、阪神・淡路大震災でも２割の

地元負担があったが、今回は原則として地

方負担をゼロにしている。復興交付金事業

の地元負担も特別交付税で全額措置され

ることになった。しかし、地元負担がなくなったことで、事業費の抑制が効かなくなる問題も浮上。

特に災害公営住宅については、公営住宅の趣旨に反する「戸建て」を国が認め、各市町が積極的に

採用した。その一方で、陸前高田市は「将来負担が心配。戸建てを希望する人は自主再建を」と戸

建ての災害公営住宅を計画から外した。 

 なお、災害公営住宅の建設費は、8分の 7 を国費で手当てするが、残りの 8 分の 1 は市の借金で

賄うルールになっている。これは家賃収入を見込んでの措置だが、阪神淡路大震災後の兵庫県では、

家賃の未納、空き室問題が問題となっており、期待している家賃収入が確保できない心配もある。 

 

復興交付金の「使い勝手」 
 

 復興予算の目玉はである復興交付金は、災害復旧だけでは対応できない市街地の再生などを財政

面で国が支援するために創設された。文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省

の５省で計４０の基幹事業があり、復興庁が窓口となってワンストップで対応してくれるメリット

もある。一方で、ほとんどの基幹事業は既存制度のため、地盤沈下、津波防災などに対応できない

という問題もあった。このため、「制度に合わせて復興するのではなく、被災地が目指す復興に制度

を合わせるべきだ」という批判が被災自治体から出ている。 

 最も大きな課題は、復興とまちづくりの線引きだ。復興交付金は、被災自治体からの申請を受け、

復興庁が配分の可否を決めるという仕組みとなっている。2014 年 3 月まで計 8回の配分が決まって

いるが、実際は事前のヒアリングによって大方の配分額は内定している。つまり、ヒアリングの中

で事業の内容や規模についてすり合わせが行われているのであるが、事業認定のカギは「復興なの

か」「まちづくりなのか」ということだという。 

 復興に欠かせない事業であれば、もちろん復興交付金が配分されることになるが、震災前から問
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題となっていたこと(狭い道路の拡幅など)だったり、復興とは関係ないと判断されたりすると、配

分は見送られることになる。被災地以外でも、全国には疲弊している自治体は多く、国としては「被

災地であっても、税金を投入する理由」を求めてくる。例えば、気仙沼漁協の経営が大変だから魚

市場利用料を減免しようとしても、国の財政支援は「被災地以外でも赤字経営の魚市場卸売業者は

ある」と断られてしまう。気仙沼市は 26 年度から魚市場手数料を半額にすることを決めたが、年

間 4000 万円前後の減免額は一般財源(市が自由に使える貴重なお金)で穴埋めすることになった。 

 

気仙沼市は 1955 億円の事業費 
  

 気仙沼市には第８回の復興交付金配分額通知までに、1955 億円の事業費(復興交付金額は 1586 億

円)が認められている。基幹事業は 1755 億円、効果促進事業は 200 億円という内訳。防災集団移転、

災害公営住宅、土地区画整理事業などに充当している。 

 気仙沼市で特徴的なのは、震災後に創設された津波復興拠点整備事業の利用方法である。この事

業は用地買収方式で緊急に市街地を整備することができ、多くの被災自治体が市街地をかさ上げし

て商業・居住地域として整備するために活用しているが、気仙沼市は水産業の復興に特化。赤岩港

地区に水産加工団地、朝日町の造船団地・燃油貯蔵施設用地の取得・整備に活用する。 

復興交付金の基幹事業一覧 
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この事業は 1 自治体２カ所までという

制約があるため、どうしても中心部で適用

していることが課題だ。特に国が主導した

「平成の大合併」で合併した市町にとって

は、改善を求める意見が出た。旧市町単位

で認められれば、本吉、唐桑、歌津でも充

実した復興事業が実現できたかもしれな

いのだ。 

国は津波復興拠点を土地区画整理事

業と同様に市街地の賑わいを生み出すた

めの事業と位置付けており、津波避難デッ

キや防災センター、地域交流センターの施

設整備などを認めており、塩釜市のように

事業をフル活用している自治体もある。本

来は「津波によって甚大な被害を受けた地

域で、復興の拠点となる市街地を整備する

こと」が目的のため、気仙沼市のように水

産業に特化した計画になると、施設整備な

どで国の支援がほとんど受けられず、用地

整備にとどまってしまうことも課題だ。そ

もそも、朝日町の造船団地と燃油施設が

「津波災害を受けた後の復興拠点」となる

かは十分な説明が必要になる。 

  

活用できるか「効果促進事業」 

 復興交付金の基幹事業に限界がある中、国は「効果促進事業」で被災自治体の細かな要望に対応

している。効果促進事業には当初、さまざまな制約があったが、2013 年３月の復興交付金配分通知

に合わせて、柔軟な運用を認める方針が示された。 

この効果促進事業は基幹事業を合計した事業費の

35％という枠がある。気仙沼市は鹿折と南気仙沼の地盤

かさ上げ、津波浸水予想区域内への海抜表示プレート設

置、海鮮市場「海の市」への観光案内コーナー整備、三

陸道への物販施設整備事業の調査(唐桑町大沢と本吉町

大谷)、中学校の仮設運動場整備、通学路の防犯灯整備街、

階上公民館の耐震化、文化財収納庫整備、災害公営住宅

の駐車場整備、内湾の排水施設整備などに取り組んでい

る。 

 市街地整備事業と連携した観光交流・物産センター整

備にも充てられ、気仙沼市でも大島の「ウエルカムター

ミナル」への活用を目指しているが、用地取得も含めて

効果促進事業の活用例 

被災者のコミュニティバス運行支援 

災害公営住宅団地への生活利便施設配置 

消防屯所の新築整備 

私立幼稚園の用地整備 

グラウンドの照明施設整備 

津波避難タワーの整備 

利用見込みのある産業・商業用地のかさ上げ 

砂浜の再生調査・整備 

スポーツ交流拠点のビジョン策定 

震災遺構保存に向けた調査 

大船渡市の復興拠点整備 

気仙沼市の復興拠点整備(造船団地) 
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事業費が１億円を超える事業は対象外となるため、実現にはハードルがある。震災遺構の保存も効

果促進事業で対応するため、気仙沼市の申請時期が注目される。 

 なお、効果促進事業の活用を巡っては、被災市町によって格差が生じている。比較的に財政力が

ある石巻市では、内陸部の須江地区(石巻イオンの近く)に企業用地 22 ヘクタールを整備する。被

災した事業所の移転先とするためだが、事業費 46億円の半分は石巻市が負担している。 

 国は復興交付金で対応が困難な事業について、県を通して配分した取り崩し型復興基金、公共事

業に用いられてきた社会資本整備総合交付金、全国防災事業などの支援制度活用を指導している。

社会資本整備総合交付金には被災地向けの復興枠があり、避難道整備への活用などが期待されてい

る。気仙沼でもこの復興枠を目指している事業がある。 

 

復興庁からの〝メッセージ〟とは？ 
 

 復興庁は復興交付金の配分額決定通知に合わせ、記者発表資料でさまざまなメッセージを発信し

てきた。津波防災緑地や都市公園整備の方針だったり、効果促進事業の対象だったりと、復興の課

題と今後の方向性が読み取れる内容となっている。実は、被災自治体は多忙のあまり、ほかの被災

自治体との連携や情報交換が不十分なままとなっている。未曾有の災害からの復興という難題をク

リアするためには、成功例、失敗例の共有が必要であり、このメッセージを発展させた事例集が作

成されれば、課題解決を一層進めることができると期待している。 

 気仙沼市の場合は、このメッセージで重要なのは、2013 年３月に発表された「都市公園事業の考

え方」である。国は基幹事業に都市公園事業を盛り込み、「津波に強い地域づくりを推進するため、

津波被害を軽減する機能を有する都市公園の整備を支援する」としていた。このため、気仙沼市は

鹿折、南気仙沼、尾崎に計画していた公園整備に活用することを

検討してきた。 

 しかし、新たに示された方針では、復興まちづくりに必要な都

市公園の機能を①津波防災緑地②防災公園－に限定。整備規模に

ついても合理的で効率的な面積、機能に見合った規模とコストを

求めた。 

 津波防災緑地は「津波の減衰・漂流物捕捉機能」を求めた。つ

まり、公園に木を植えることによって、津波の勢いを弱らせ、引

き波で流されていく家や車、人を木々で捕捉する機能があるのな

ら、税金を投入する理由になるという方針を示したのだ。さらに、

①背後の守るべき市街地との関係②地域全体の多重防御(防潮堤

＋α)の考え方との整合性③津波シミュレーションなどを含む代

替案との経済性比較の実施－も条件とした。これらを総合する

と、防災緑地の整備費用に見合うような市街地があり、その市街

地を守る効果を証明しなければ、復興交付金の配分は難しいとい

う方針を示しているのだ。 

 防災公園は「避難地としての機能を有する公園」という条件があり、南気仙沼、尾崎のように浸

水想定区域の土地を活用することは不可能になっている。南気仙沼はグラウンドゾーンに位置付け

ており、防災緑地、防災公園、いずれの事業も適合することは難しい状況にある。 
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まとめ 「ツケは自分たちに。被災地にもコスト意識を」 

 復興予算は、国民の税金によって成り立っている。当然、被災地にもコスト意識が求められるの

だが、担当職員は「被災者のためによりよいものをつくろう」と必死になっている。そうしている

うちに、集中復興期間が残り少なくなり、25 兆円もの財源も底をつこうとしている。しかも、政府

と法人税に対する復興課税を１年前倒しして廃止している状況から考えると、復興財源の大幅な増

加は相当難しいものと覚悟しなければならない。そして復興が遅れるほど、「復興なのか、まちづく

りなのか」の線引きはあやふやになり、予算確保が難しくなることも理解が必要だ。 

縦割り行政の中では、例えば防潮堤の費用が当初見込みから少なくなったからといって、ほかの

事業に流用できないことは当たり前だった。しかし、復興財源は特別会計に入っており、無駄を省

いた分は、被災地のために使われることが建前になっている。有効活用するためには、復興事業と

いえども優先順位が必要になる。あるいは、実現不可能な計画を見直したり、取捨選択したりする

ことも求められるだろう。そのとき、住民の理解を得るためには、地域づくりのビジョンが必要だ。

それも、住民と一緒に作り上げたビジョンでなければならない。また、「一日も早い復興」にとらわ

れるあまり、限られた予算を無計画に消費すると、ほとんど手つかずの避難道整備のほか、やがて

必要になる事業の実現がより一層困難になるかもしれないということ、ツケは自分たちに回ってく

るということを被災地の住民も知っておかなければならない。 

 復興交付金の交付可能額通知に合わせて発表された方針 

 通知時期 主な内容 解説 

２
０
１
２
年 

8 月 24 日 

(第 3回通知) 

・津波防災緑地と多重

防御 

福島県が要望した津波防災緑地整備について、相馬市など 3 市町

に復興交付金を配分。背後に守るべき市街地があることなどを条件

に、防潮堤の背後地を盛り土して防災緑地とすることを認めた。 

11 月 30 日 

(第 4回通知) 

・地盤沈下した地域の

かさ上げ 

制度がなかった地盤沈下した地域のかさ上げについて、効果促進事

業での対応を認めた。ただ、基幹事業と一体で行うまちづくり、復

興計画への位置づけ、事業所等の具体的な立地見込みがあることを

条件とした。 

２
０
１
３
年 

3 月 8日 

(第 5回通知) 

・採択事業の対象拡大 

・都市公園事業の方針 

被災地の要望を受け、基幹事業と効果促進事業の対象を拡大。津波

復興拠点の施設整備、仮設校庭の整備などが行えるようになった。

復興交付金の対象となる都市公園事業の考え方も示した。 

6 月 25 日 

(第 6回通知) 

・災害公営住宅の店舗

スペース 

・企業用地の整備 

災害公営住宅の 1 階部分に店舗や保育所のスペースを認めた。食

堂や団らんコーナーの整備例も紹介した。石巻市が事業費の半分を

負担して整備する企業用地に、効果促進事業が適用された。 

11 月 29 日 

(第 7回通知) 

・被災宅地の活用支援 

・震災遺構保存の対応 

防災集団移転跡地を農地や物流の企業用地として東松島市が整備

(進出企業は公募)することを支援。山元町は農地を集約して大区画

圃場を整備する。震災遺構保存の初期費用(上限は解体費程度)を支

援する方針を示した。 

２
０
１
４
年 

3 月 7日 

(第 8回通知) 

・福島のまちづくり 

・「新しい東北」の実現 

住まいと産業の再建に一定の目途がつく中、福島県沿岸部の帰還に

向けて事業に言及した。復興のステージが進むことに合わせ、「新

しい東北」を実現するための取り組みを紹介している。 

 


